
船橋市廃棄物最終処分場の閉鎖手続きに係る指導要領 

平成１７年１０月２８日制定 

平成２７年４月１日一部改正 

（目的） 

第１条 この要領は、事業者等が廃棄物最終処分場の廃止を行う場合に、市が事業者等

に対し、公害及び災害防止の観点から、法及び関係法令等に基づき適正に行われるよう

必要な指導を行うことにより、生活環境の保全を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

一 法 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45年法律第 137号)をいう。 

二 令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令(昭和 46年政令第 300号)をいう。 

三 規則 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則(昭和 46 年厚生省令第 35 号)を

いう。 

四 最終処分基準省令 一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技

術上の基準定める省令(昭和 52年 3月 14日総理府・厚生省令第 1号)をいう。 

五 厚生省通知 平成 10年 7月 16日付け環水企第 301号・衛環第 63号「一般廃棄物の

最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令の運用に伴

う留意事項について」をいう。 

六 細則 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則(平成 15 年 3 月 13 日規則第 5

号)をいう。 

七 要綱 船橋市廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指導要綱をいう。 

八 廃棄物最終処分場 産業廃棄物の埋立処分の用に供される場所で次に掲げるものを

いう。 

 (イ) 令第７条第１４号イからハまでに規定する産業廃棄物の埋立処分の用に供され

る場所 

九 事業者等 次に掲げる者をいう。 

(イ) 廃棄物の排出事業者 

(ロ) 廃棄物処理業者 法第１４条第６項若しくは法第１４条の２第１項又は法第１

４条の４第６項若しくは法第１４条の５第１項の規定による許可を既に受けて

いる者をいう。 

十 閉鎖協議 要綱第２８条に基づく廃棄物最終処分場閉鎖協議をいう。 

 

（事業者等の責務） 

第３条 事業者等は、廃棄物最終処分場の廃止を行うに当たっては、法その他関係法令



で定める諸基準のほか、この要領に定める事項を遵守しなければならない。 

２ 事業者等は、廃棄物最終処分場の廃止後に起因する公害及び災害の発生を防止し、

地域住民の生命及び財産に被害を与えないようにあらかじめ措置を講じておかなければ

ならない。 

３ 事業者等は、閉鎖協議において最終処分基準省令の廃止基準を満たさなければなら

ない。 

 

（閉鎖協議） 

第４条 事業者等は、規則第１２条の１１に基づく産業廃棄物の最終処分場の埋立処分

終了届出書(以下「埋立処分終了届出書」という。)を市長に提出し受理されたときは、

廃棄物最終処分場閉鎖協議書(指導要綱別記第９号様式)を市長に提出し、閉鎖協議をし

なければならない。 

２ 事業者等は、前項の閉鎖協議書には次の各号に掲げる関係書類等を添付しなければ

ならない。 

一 位置図 

二 付近見取図 

三 事前協議から埋立終了までの経緯 

四 最終処分場の図面(平面図、立面図、断面図、構造図、求積図、全景写真、境界杭位

置図等) 

五 公図 

六 跡地利用を明らかにする書類 

七 閉鎖措置に関する書類(崩壊防止工、場内整備状況、公共水域及び地下水の汚染防止

措置、火災発生防止措置、閉鎖後に問題が生じた場合の管理体制等) 

八 埋立処分の終了から廃止までの間の維持管理方法を明らかにする書類 

 

（現地調査） 

第５条 船橋市環境部廃棄物指導課長（以下「廃棄物指導課長」という。）は、事業者等

から埋立処分終了届出書を受理した後及び廃棄物最終処分場閉鎖協議終了報告書を受理

した後、現地調査を行うものとする。 

 

（協議会の組織及び運営） 

第６条 廃棄物指導課長は、事業者等から提出された廃棄物最終処分場閉鎖協議書を要

綱第６条に定める船橋市廃棄物処理施設設置等協議会(以下「協議会」という。)の審査

に付するものとする。 

 

（審査指示） 



第７条 市長は、最終処分基準省令の廃止基準、厚生省通知、要綱に規定する閉鎖に係

る基準及び協議会の審査結果に基づき、事業者等に対し廃棄物最終処分場の廃止を行う

に当たっての留意事項、維持管理計画等について指示(以下「審査指示」という。)を行

うものとする。 

２ 市長は、前項の審査指示を行うにあたり生活環境の保全に関し、専門的知識を有す

る者の意見を聴くことができる。 

 

（関係機関との調整） 

第８条 事業者等は、審査指示を満足させるための関係機関との調整を自らの責任にお

いて行わなければならない。 

 

（廃棄物最終処分場閉鎖協議終了報告書） 

第９条 事業者等は、審査指示の調整が終了した場合は、廃棄物最終処分場閉鎖協議終

了報告書(別記第１号様式)を市長に提出するものとする。 

２ 事業者等は、前項の廃棄物最終処分場閉鎖協議終了報告書には次の各号に掲げる関

係書類等を添付しなければならない。 

一 最終処分基準省令の廃止基準に適合していることを明らかにする書類 

二 他法令等に係る協議結果の内容等を明らかにする書類 

３ 市長は、廃棄物最終処分場閉鎖協議終了報告書を受理したときは、これを関係機関

に照会し、その内容を確認するものとする。 

４ 市長は、前項の規定による確認により前条の調整が終了していないと認められる場

合には、事業者等に対し当該事項について再度当該調整を行うことを指示するものとす

る。 

 

（閉鎖協議の終了通知） 

第１０条 市長は、前条の規定により調整、協議等が終了したと認められる場合には、

事業者等に閉鎖協議が終了した旨を通知(別記第２号様式)するものとする。 

 

（報告の徴収） 

第１１条 市長は、事業者等に対し、必要に応じ、調整、協議等の状況について報告を

求めることができる。 

 

（廃止の確認の申請等） 

第１２条 事業者等のうち、その廃止しようとする廃棄物最終処分場について、規則第

１２条の１１の２の規定に基づく産業廃棄物最終処分場の廃止の確認申請は、前条の規

定による通知を受けた後に当該廃止の確認申請を行うものとする。 



 

（廃止確認証通知） 

第１３条 市長は、前条による廃止確認申請を受理し、最終処分基準省令の廃止基準に

適合していることについて確認をしたときは、細則第３４条の規定により廃棄物最終処

分場廃止確認証を交付する。 

 

（指定区域の指定及び公示） 

第１４条 市長は、前条による廃止確認証を交付した後、法第１５条の１７の規定によ

り、廃止の確認がされた最終処分場の埋立地を指定区域として指定し、その旨を公示す

る。 

 

（指定区域台帳の整備） 

第１５条 市長は、法第１５条の１８の規定により、指定区域台帳を整備するものとす

る。 

 

（書類等の提出先） 

第１６条 本要領に基づき市長に提出する書類等の提出先は、廃棄物指導課とする。 

 

（提出書類の部数） 

第１７条 第４条第１項、第９条第１項に係る書類等は、廃棄物指導課長の指示する部

数とする。 

 

 

附則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成１７年１０月２８日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成１０年６月１７日以前に設置された最終処分場の閉鎖に係る第１３条の最終処

分基準省令の廃止基準などについては、「平成１０年７月１６日環水企第３００号・生衛

発第１１４８号：一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の

基準を定める命令の一部改正について」とする。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

 


